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は じ め に 

 

 わが国の経済の先行きは、当面、弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、

緩やかな回復が続くことが期待されています。一方で、海外経済の動向や消費税率引上げ後

の消費者マインドの動向に留意する必要があります。また、相模原市内の状況に目を転じま

すと、企業の業況感などを指数化した D.I.値は、全産業で低位に落ち込み、景気の減退が本

格化してきている状況がみられています。 

本市財政におきましては、扶助費を中心とした義務的経費の増加や、公共施設の長寿命化

事業に係る経費の増加等により、令和９年度までの長期財政収支の仮試算においては、歳入

に対して歳出が大きく上回ることが見込まれています。 

 

このような状況においても、相模原市総合計画基本構想で描く本市の将来像を実現するた

めに、行財政運営の構造を抜本的に改革する必要があります。 

こうしたことから、令和２年度予算編成に当たりましては、「新規・拡充事業の凍結」及び

「今後本格化する大規模事業の一部凍結」を原則としつつ、真に必要な経常的な経費等のほ

か、市民生活に直接関わる喫緊の課題に対応するために必要となる経費や災害復旧等に係る

経費、公共施設の長寿命化事業等の行政の責務として必ず実施しなければならない事業に係

る経費について、精査のうえ、計上したものです。 

 

こうした中にあっても、令和２年度は、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会が開催され、自転車ロードレース競技のコースの一部が市内を通ります。本市においても、

この貴重な機会を生かして、大きな感動・夢・希望が未来へのレガシーとなるような様々な

取組を進めてまいります。 

また、持続可能な社会の実現に向けた SDGs の推進、シビックプライドの醸成、人権尊重

の取組など、本市が目指す将来像「潤いと活力に満ち 笑顔と希望があふれるまち さがみ

はら」の実現に向け、市民の皆さまとともに取組を進めてまいります。 

 

本市は、昨年１０月の台風第１９号による記録的な豪雨により甚大な被害を受け、いまだ

復興の途上にあります。引き続き、被災した地域における市民生活及び地域経済の再建、社

会インフラの復旧に向け全力で取り組むとともに、より防災性の高い安全・安心なまちづく

りに取り組んでまいります。 

 

 令和２年２月１３日              

相模原市長 本村 賢太郎 



  
扶助費は４４．７億円の増加 

９３０億円（対前年度比５５．．００％％増）  児童扶養手当が令和元年度と比較し約７億円減少
している一方、教育・保育施設等給付費（幼児教育・

保育無償化等）は約３８億円、障害児施設措置費・給

付費は約１０億円の増加となり、扶助費全体では、約

４４．７億円の増加となっています。  
 
一一般般会会計計当当初初予予算算のの規規模模     

予算規模は３，０７２億円 
（対前年度比１１．．６６％％増） 

令和２年度は、真に必要な経常的な経費等のほか、行政

の責務として必ず実施しなければならない事業に要する

経費などを計上しています。     
   
市税収入は１１億円の減収   １，２９７億円（対前年度比００．．８８％％減）   新増築家屋の完成等による「固定資産税」や
「都市計画税」の増収を見込んでいますが、税制

改正における税率の引下げ等により、「法人市民

税」が減収となることから、市税全体では減収と

なっています。 

    災害復旧費・災害救助費の確保 
災害復旧費 

１１２２億億円円
令和元年度

⇒ ３３１１億億円円令和２年度  
災害救助費 

１１００億億円円
令和２年度

（（皆皆増増）） 
令和元年台風第１９号に係る災害復旧及び災

害救助に要する経費や大規模な災害が発生した

際に応急的に必要となる救助に要する経費を計

上しています。 
 
「潤いと活力に満ち 笑顔と希望が 
あふれるまち さがみはら」の実現   持続可能な社会の実現に向けたＳＤＧｓの推進、 

シビックプライドの醸成などに要する経費を計上し 
ています。 

  
公共施設の長寿命化事業の着実な実施 
令和元年度に新たに策定する一般公共建築物、学校

施設及び市営住宅に係る各個別施設計画に基づき、長

寿命化事業を着実に実施します。 
 令和２年度当初予算のポイント                                                       
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③安全で安心な暮らしやすいまち 
・地域防災力の向上 
・都市防災力の向上 
・消防・救急体制の充実 
・保健衛生体制の充実 
・防犯や交通安全・消費者保護対策の推進  ① 夢と希望を持って成長できるまち 
・子どもを生み育てやすい環境の整備 
・学校教育の推進 
・教育環境の整備 
・困難を有する子ども・若者の支援の充実 
・生涯学習・社会教育の振興   ②笑顔で健やかに暮らせるまち 

・地域福祉の推進 
・生活に困窮する人の自立支援 
・高齢者福祉の充実 
・障害のある人の地域生活の支援 
・健康づくりの推進 
・医療体制の充実 
・多文化共生の推進と世界平和の尊重 
・人権の尊重と男女共同参画の推進 
④活力と交流が新たな価値や 
魅力を創造するまち 
・交通ネットワークの充実 
・首都圏南西部における広域交流拠点の形成 
・地域産業の強化・支援 
・雇用対策 
・商業・観光の振興 
・都市農業の振興 
・基地の早期返還の実現 
・スポーツの推進 
・文化の振興 
・東京２０２０オリンピック・ 
パラリンピック競技大会に向けた取組 ⑤人と自然が共生するまち 

・地球温暖化対策 
・循環型社会の形成 
・廃棄物の適正処理の推進 
・水源環境と森林環境の保全 
・野生鳥獣の適正な管理 
・公園の整備 ⑥多様な主体との連携・協働により 

持続的に発展するまち 
・多様な主体との連携・協働によるまちづくり 
・区制を生かした魅力あるまちづくり 
・効率的な行政サービスの提供 
・市民と行政のコミュニケーションの充実 
・公共施設マネジメントの取組の推進 
・戦略的なシティプロモーション 
・シビックプライドの醸成に向けた取組 
・ＳＤＧｓの推進 

 
主な施策 
相模原市総合計画の「目指すまちの姿・施策」に沿って、予算編成を行いました。  
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一般会計 

+７８億円 

２，９９４億円 

３３，，００７７２２億億円円  

ＲＲ１１当当初初予予算算  ＲＲ２２当当初初予予算算  

特別会計 

令和元年度と令和２年度の一般会計予算規模の比較 

１ ． 予 算 規 模 

令和２年度当初予算は、原則として、真に必要な経常的な経費等のほか、行政の責務と

して必ず実施しなければならない事業に要する経費などを計上しました。 

一般会計と特別会計を合わせた全会計での予算規模は、総計が約５，０７３億円で令和

元年度当初予算と比べ２．８％の増加となっています。会計間の出し入れによる重複部分

を控除した正味の財政規模を示す純計では、約４，６２２億円、対前年度比３．２％の増

加となっています。 

 

   （表１） 各会計予算                          （単位：千円） 

 一般会計 特別会計 総 計 純 計  公営企業会計 

令和２年度 330077,,220000,,000000  220000,,114411,,550000  550077,,334411,,550000  446622,,223399,,660044    3322,,003311,,446633  

令和元年度 330022,,440000,,000000  119911,,115533,,550000  449933,,555533,,550000  444488,,002244,,442233    3300,,227799,,779922  

増減率 1.6％ 4.7％ 2.8％ 3.2％  5.8％ 

 ※令和２年度より、簡易水道事業は特別会計から公営企業会計へ移行しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グラフ１） 予算規模の推移（総計） 

３３，，００２２４４億億円円  

【義務的・外的な増減要因】 

 ・教育・保育施設等給付費    ３８億円 

（幼児教育・保育無償化等）   

・その他扶助費          ７億円 

・災害復旧費          １９億円 

 ・災害救助費          １０億円 

 ・マイナンバーカード 

交付円滑化計画推進経費   ７億円 

・会計年度任用職員分       ９億円 

・プレミアム付商品券事業   △１２億円 

               計 ７８億円 

どうして新規・拡充は行わないのに 

前年度と比べて予算が増えているの？ 
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２．一般会計予算案の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

(伸率％）    (△0.1)   (6.2)  (△1.5)    (5.4)    (△0.8)   (0.9)   (12.3)    (1.5)  (3.0)     (1.6) 
 

※ ２３年度の骨格予算規模は２，３３８億円 肉付けの補正予算、子ども手当を含めた実質予算額は２，４５６億円 

※ ２５年度の当初予算額は２，４４５億円 一体的に編成した、２４年度３月補正予算との合計額は２，５５９億円 

※ ２６年度の当初予算額は２，５７６億円 一体的に編成した、２５年度３月補正予算との合計額は２，６２４億円 

※ ２７年度の骨格予算規模は２，５５５億円 肉付けの補正予算を含めた実質予算額は２，５５９億円 

※ Ｒ元年度の骨格予算規模は３，０２４億円 肉付けの補正予算を含めた実質予算額は３，０３６億円 

○ 令和２年度は、原則として、「新規・拡充事業の凍結」及び「今後本格化する大規模事

業の一時凍結」を行うこととし、真に必要な経常的な経費等のほか、市民生活に直接関

わる喫緊の課題に対応するために必要となる経費や災害復旧等に係る経費、公共施設の

長寿命化事業等の行政の責務として必ず実施しなければならない事業に要する経費な

どを計上しています。 

○ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた機運醸成や自転車ロー

ドレース競技の実施に向けた事業、大会後のレガシー創出に要する経費を計上していま

す。 

○ 本市が目指す将来像「潤いと活力に満ち 笑顔と希望があふれるまち さがみはら」の

実現に向け、持続可能な社会の実現に向けた SDGｓの推進、シビックプライドの醸成

などに要する経費を計上しています。 

○ 令和元年度に新たに策定する一般公共建築物、学校施設及び市営住宅に係る各個別施

設計画に基づき、長寿命化事業に要する経費を計上しています。 

○ 令和元年台風第１９号により被害を受けた公共施設の速やかな復旧を図るため、所要

の災害復旧費を計上するとともに、この台風に伴う応急仮設住宅の供与や廃棄物の除去

等の災害救助事業に要する経費に加え、大規模な災害が発生した際に応急的に必要とな

る救助に要する経費について、新たに計上しています。 
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〈 予算編成の考え方 〉 

地震や風水害などの自然災害、大規模な事件・事故などの事態に的確に対処し、市民の生

命及び財産を守るための更なる防災・減災対策に取り組み、防災資機材等の充実や、自助・

共助を中心とした地域防災力の向上を図る人材育成事業等に取り組みます。 

また、総合防災訓練など各種防災訓練の更なる充実を図るとともに、防災関連機関や九都

県市首脳会議をはじめとする防災の広域的な連携の強化、市民の防災意識の高揚など、災害

対応力の向上や防災対策の普及啓発を図ります。 

さらに、本市では、令和元年台風第１９号により大きな被害が発生したことから、事前の

体制や応急対策などを十分に検証したうえで、全市を挙げて防災・減災に取り組んでいきま

す。 

 

 

〈 予算額 〉 １１３３，，３３００１１，，４４７７８８千千円円  

地地域域防防災災力力のの向向上上                          ４４７７００，，７７００４４千千円円    

 地域の防災力を高め、市民や地域自らが災害拡大等に対応できる体制づくりに向けた事業

を実施します。 

 

＜主な事業＞ 

防防災災訓訓練練実実施施事事業業                                            88,,880066 千千円円 

市地域防災計画等に基づき、地震災害、風水害発生時における迅速かつ円滑な災害応

急対策が実施できるよう、防災関係機関及び九都県市相互の連携を強化、検証するとと

もに、市民の防災意識の高揚と地域防災力及び行政機関等の災害対応力の向上を図るこ

とを目的とした総合防災訓練など、各種防災訓練を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３．．防防災災関関連連経経費費のの概概要要 
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防防災災対対策策普普及及啓啓発発推推進進事事業業                                1133,,775522 千千円円    

   災害時における自助・共助の取組について、普及啓発を進め 
 ます。 
〇洪水ハザードマップ 

洪水浸水想定区域の見直しに伴い、洪水ハザードマップ 
（串川、道志川）を作成し、該当地区の世帯や事業所に 
配布します。 
〇防災マイスター啓啓発発推推進進事事業業                         

防災マイスターの資質向上のためのスキルアッ 

プ研修を実施します。また、自助・共助を中心とし

た防災知識の普及啓発を目的として、防災マイスタ

ーを地域に派遣し、地域防災力の向上を図ります。 

 

 

 

防防災災資資機機材材整整備備事事業業                                3388,,110022 千千円円    

避難所倉庫等に、災害時における市民のための食料、生活資材及び防災活動用 

資機材の整備を図るとともに、令和元年台風第１９号に伴い使用した資機材の再 

整備を行います。    
  

都都市市防防災災力力向向上上にに向向けけたた取取組組        １１２２，，８８３３００，，７７７７４４千千円円    

 今後懸念される大規模災害に備え、都市防災力向上に向けた取組を実施します。 

    イインンフフララ等等のの安安全全対対策策                              1122,,883300,,777744 千千円円  

 災害発生時の対応や災害発生を未然に防止するため、公共インフラ等の整備及び老朽

化に対応するための維持補修等の安全対策等を実施します。 

○緊急輸送路などの確保              ４，５０２，４０１千円 

○老朽化したインフラ等の安全対策         ８，３２８，３７３千円 
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〈 予算編成の考え方 〉  

市長公室では、安全に安心して暮らすことができる持続可能な社会及び市民が誇れるま

ちづくりを実現するために、市民の皆様の声を伺いながら、「持続可能な開発目標   

（ＳＤＧｓ）」の達成に向けた市民、企業、団体等と連携した取組を行います。 

また、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組のほか、シビ

ックプライドの醸成及び市内外に向けた本市の様々な魅力の発信による、市民が誇れるま

ちづくりの推進に重点を置く予算編成を行いました。 

〈 予算額 〉  ７６９，８２０千円 

〈 主な事業 〉 

シシビビッッククププラライイドド向向上上事事業業                                    55,,555522 千千円円   
定住人口の確保や地域の活性化を図るため、市民の本市への誇りや愛着の醸成、“さ

がみはらファン”を増やすための取組を行います。 

ＳＳＤＤＧＧｓｓ推推進進事事業業                                        1100,,666622 千千円円

「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向けて、市民、企業、団体等と連携した

取組を進めるため、パートナー制度の創設や普及啓発事業等を実施します。  
総総合合計計画画推推進進経経費費、、総総合合計計画画策策定定経経費費                        44,,665500 千千円円  

「新・相模原市総合計画」及び「市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の施策の達

成状況等について評価・検証を行うとともに、令和２年度からの総合計画の推進に当た

り、市民周知と施策の評価の仕組みづくり、実施計画の策定に取り組みます。 
基基地地対対策策事事業業                                          1100,,116677 千千円円     

市内米軍基地の返還等の促進を図るとともに、米軍機による騒音被害の解消、基地周

辺の生活環境の保全等に取り組みます。 
    観観光光宣宣伝伝事事業業、、シシテティィププロロモモーーシショョンン推推進進事事業業            2200,,992200 千千円円  

観光ガイドブックの作成のほか、近隣自治体と連携した魅力ある広域的な観光ルー

トなどの効果的な情報発信、プロモーションを行います。また、持続的に発展するまち

を目指し、人や企業に「住んでみたい」、「ビジネスをしてみたい」と思ってもらえるよ

う、様々な魅力やポテンシャルを市内外に効果的・戦略的に発信します。 
広広聴聴事事業業、、ココーールルセセンンタターー運運営営経経費費                      110033,,338888 千千円円  

  まちかど市長室を実施するなど、市民の声を幅広く伺い、各種施策や行政サービ

スに反映します。また、市民からの問い合わせに一元的に応対するコールセンター

を運営します。 

広広報報紙紙等等発発行行費費、、視視聴聴覚覚広広報報費費                            119911,,999955 千千円円  

  市からのお知らせなどを市民に伝えるため「広報さがみはら」「声の広報さがみは

ら」「点字版広報さがみはら」を発行します。また、市政情報や市のイベント情報等

をテレビやラジオ、インターネット、新聞紙面の広告等を活用し発信します。 

 

市市  長長  公公  室室  

４４．．各各局局・・各各区区予予算算のの概概要要 
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東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会(以下「大会」といいます。）

を契機とした本市のスポーツ・文化の振興、魅力の発信等を図るため、関係機関との

連携の下、大会に向けた機運の醸成や大会後のレガシー創出につながる取組を推進し

ます。（各局区において事業を実施するため、予算については各局区へ配分しています。） 

  自自転転車車ロローードドレレーースス競競技技関関連連                    7788,,555555 千千円円  

・競技の実施に伴う周知及び運営協力 

・競技実施に向けた機運醸成・コースＰＲに係る取組の推進 

・自転車ロードレース競技の普及（レガシー）  等 

 

 

 

 

 

聖聖火火リリレレーー関関連連                                          88,,995500 千千円円  

・オリンピック聖火リレーの実施に向けた機運醸成・ルートＰＲに係る取組の推進 

・パラリンピック聖火フェスティバルへの参画 

ホホスストトタタウウンン交交流流事事業業関関連連                              5555,,333366 千千円円  

・事前キャンプの受入れ 

・ブラジル連邦共和国及びカナダとのホストタウン交流事業の実施 

・オリンピアン・パラリンピアン等との交流事業の実施  等 

 

 

 

 

 

観観光光経経済済・・文文化化振振興興関関連連                                  33,,335500 千千円円  

・文化芸術イベントの開催  等 

  大大会会機機運運醸醸成成関関連連そそのの他他                                    3355,,445533 千千円円  

・大会や本市の取組に係る普及啓発の実施 

・パラスポーツや障害者スポーツに 

係る普及啓発の実施 

・シティドレッシングの実施 

・銘板の設置（レガシー）  等 

 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組 

～ 2020 東京五輪・さがみはらプロジェクト推進事業 ～ 

(総額 １８１，６４４千円) 
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人人権権尊尊重重・・男男女女共共同同参参画画・・女女性性活活躍躍のの推推進進                  4455,,445566 千千円円  

地地域域のの安安全全・・安安心心のの確確保保                                  223322,,449955 千千円円  

消消費費者者のの被被害害防防止止及及びび自自立立のの推推進進                        99,,221133 千千円円  

〈 予算編成の考え方 〉 

  市民局では、市民との協働を一層進め、地域課題の解決等に向けた地域活動・市民活動の更

なる活性化を図るとともに、市民生活の安全・安心の確保や市民ニーズを的確に把握し、対応

する窓口・相談サービスの提供、文化振興、人権施策の推進、男女共同参画社会や多文化共生

社会の実現を目指し、予算編成を行いました。 

このような方針の下、自治会等地域活動の支援、交通事故や犯罪のない安全・安心なまちづ

くりの推進、地域の防犯力向上に向けた防犯カメラの設置、人権施策の充実、男女共同参画施

策の推進、多文化共生の推進、（仮称）新斎場整備に向けた取組を推進します。 

 

〈 予算額 〉  ３３，，２２３３７７，，４４９９８８千円 

 

〈 主な事業 〉 

自自治治会会活活動動等等へへのの支支援援・・市市民民協協働働のの推推進進                      119922,,558877 千千円円  

 

相模原市自治会連合会の円滑な運営を図るとともに、各地 

域の自治会の自主的・自立的な活動や自治会加入促進等の自

治会活性化に向けた取組などに対して支援を行います。 

 協働事業提案制度の効果的な運用等により、地域課題や社

会的課題等を解決し、市民との協働による取組を一層推進し

ます。 

 

 

 

交通安全意識や防犯意識の高揚を図る各種教室等の開催や啓発活動の実施とともに、

「市安全に安心して自転車を利用しようよ条例」に基づき、自転車事故に備えた保険等へ

の加入促進や地域の実情を踏まえた実践的な講習会の実施など自転車の安全適正利用を

推進するほか、防犯カメラの設置促進などに取り組み、安全・安心なまちづくりを推進し

ます。 

 

    

多様化・複雑化する消費者問題への的確な相談対応を図るとともに、関係機関や事業者

との連携による高齢者等の見守りを一層推進するほか、消費生活に関する身近な問題の啓

発やライフステージに応じた地域、小中学校、高校、大学等への出前講座等により、自立

した消費者の育成を推進します。 

 

 

市民一人ひとりが、かけがえのない個人として尊重され、お互いの人権を認め合う共生

社会の実現を目指し、人権に関する条例の制定に向けた検討など人権施策の充実に向けた

取組を推進します。 

男女共同参画、女性活躍に係る施策の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、男女共

同参画推進センターを拠点とした各種啓発事業の実施、ＤＶ相談支援センターを中心とし

たＤＶ被害者の保護・支援等の取組を推進します。 

市市  民民  局局  

 
自治会加入促進キャンペーン 
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アアーートトララボボははししももととのの再再整整備備ななどど市市民民文文化化のの創創造造にに向向けけたた取取組組    

5566,,119944 千千円円  

多多文文化化共共生生のの推推進進                                        4455,,006622 千千円円  

（（仮仮称称））新新斎斎場場整整備備事事業業                                    4433,,225588 千千円円  

ママイイナナンンババーーカカーードドのの更更ななるる普普及及促促進進                          9944,,111155 千千円円  

平平和和思思想想普普及及啓啓発発事事業業                                              22,,660011 千千円円 

 

 

 

アートラボはしもとの再整備に向けた具体的な取組を

進めるほか、美術や写真、音楽など多彩な文化芸術を鑑

賞する機会の提供、市民の文化芸術活動に対する支援や

情報発信の強化、次代の文化を担う人材の育成などの取

組を推進します。 
             アートラボはしもとにおける 

公開制作プログラムの様子 

 

 
 

外国人市民が増加する中、全ての市民が快適に安心して暮らすことができる地域社会の

実現を目指し、多言語による情報提供やボランティア団体が実施する日本語教室を支援し

ます。 

また、さがみはら国際交流ラウンジの運営を通じて、市民の多文化理解の推進や外国人

市民の日常生活を支援します。 

さらに、中国の無錫市との友好都市締結３５周年記念事業の実施など、海外友好都市と

の交流を推進します。 

 

 

核兵器廃絶平和都市宣言を踏まえた「市民平和のつどい」を開催するなど、平和思想の

普及啓発に取り組みます。 

  

    
   コンビニ交付の利用促進による窓口サービスの向上等を図るとともに、国が策定した

「マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」に対応するた

め、マイナンバーカードの更なる普及促進を行います。 
 

 

増加する火葬需要に対応するため、（仮称）新斎場の整備に向け、施設規模や機能、最

終候補地である青山の地形等を踏まえた安全対策の検討など、施設整備に係る基本計画を

作成します。 

 

  

 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

  ・窓口サービスの向上を図るため、市民に身近なコンビニエンスストアにおいて、 

住民票の写し等各種証明書を交付する「コンビニ交付」の推進及び既存の証明書 

自動交付機の段階的廃止                △２０，９５２千円 
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包包括括的的なな支支援援体体制制等等のの整整備備                            114488,,888899 千千円円 

精精神神保保健健相相談談・・訪訪問問指指導導事事業業                            66,,449988 千千円円 

在在宅宅医医療療・・介介護護連連携携支支援援セセンンタターーのの設設置置（（特特別別会会計計））（（新新規規））    3333,,668800 千千円円 

福福祉祉（（介介護護・・障障害害））人人材材確確保保定定着着育育成成事事業業                2288,,551188 千千円円 

共共ににささささええああいい生生ききるる社社会会づづくくりりのの推推進進                5566,,009955 千千円円 

障障害害児児者者介介護護給給付付費費等等のの支支給給                      1144,,440099,,332244 千千円円 

〈 予算編成の考え方 〉 

健康福祉局では、社会的孤立や８０５０問題、ダブルケアなど、個人や世帯が抱える課

題の複合化・複雑化に的確に対応するため、制度や分野ごとの枠組みを超えた包括的な支

援を行うための体制強化や、超高齢社会への対応、救急医療体制の充実など、市民生活に

密着した保健・医療・福祉サービスを提供できるよう、予算編成を行いました。 

〈 予算額 〉  ６６７７，，８８９９１１，，７７２２００千円 

 

〈 主な事業 〉 

          

地域共生社会の実現を目指し、第４期地域福祉計画の重点的な取組である包括的な支

援体制の整備に向けた、コミュニティソーシャルワーカーの配置による支援の充実や多

機関の協働による包括的な相談支援体制の整備とともに、成年後見制度の利用促進や再

犯防止に向けた施策に取り組みます。 

      

障害の有無にかかわらずあらゆる人の尊厳が守

られ、安全で安心して暮らせる「共にささえあい 

生きる社会」の実現に向け、研修会・イベント、

パラスポーツ体験など、様々な機会や媒体を通じ

て、障害等に関する市民の理解を促進します。 

また、県立津久井やまゆり園で発生した事件を

踏まえ、重度の障害のある人への支援体制の強化

を目的に、地域生活支援拠点等の充実を図ります。 

  

重度の障害のある人の地域生活の支援強化を目的とした市単独加算を含め、障害福祉

サービスの利用に係る介護給付費等を支給します。 

         

精神科専門医、福祉職、保健師による精神科医療・精神保健福祉に関する相談・指導

の充実を図ります。 

    

在宅医療・介護連携支援センターを設置し、医療・介護従事者への相談支援等の充実

を図り、高齢者が住み慣れた地域で安心して在宅療養できる環境づくりに取り組みます。 

 

福祉（介護・障害）人材の確保・定着・育成を図るため、求職者等への就労支援をは

じめ、キャリアアップに向けた支援等を実施します。 

 

健健  康康  福福  祉祉  局局  

パラスポーツ体験 
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生生活活困困窮窮者者・・生生活活保保護護制制度度利利用用者者のの自自立立支支援援            331144,,661199 千千円円 

認認知知症症施施策策のの推推進進（（特特別別会会計計をを含含むむ））                    2255,,224488 千千円円 

国国民民健健康康保保険険特特定定健健康康診診査査事事業業（（特特別別会会計計））                  447700,,000000 千千円円 

健健康康づづくくりりのの推推進進                                      1111,,994444 千千円円  

ががんん対対策策のの推推進進                                    11,,777777,,884455 千千円円 

個個別別予予防防接接種種事事業業                                  １１,,992244,,005599 千千円円  

難難病病対対策策事事業業                                      11,,006688,,551144 千千円円 

特特別別養養護護老老人人ホホーームム等等のの整整備備促促進進                          335566,,225500 千千円円 

        

認知症の人及びその家族が地域で安心して生活を継続できるよう、当事者の視点に立

った普及啓発と支援の充実を図るとともに、認知症疾患医療センターの運営や認知症初

期集中支援事業、認知症地域支援推進員の配置等、認知症施策を推進します。 

 

市内の国有地に設置される特別養護老人ホーム等の建設費に対して助成し、待機者の

解消を図ります。 

 

生活困窮者や生活保護制度利用者を対象に、就労に向けた支援、子ども・若者の学習

支援、住居を失った方への一時生活支援などに取り組みます。    

      

４０歳以上の国民健康保険加入者を対象に、メタボリックシンドローム（内臓脂肪型

肥満）に着目した生活習慣病（糖尿病・高血圧症・脂質異常症等）予防のための特定健

康診査を実施します。 

          

「健活！さがみはら」をキャッチフレーズとした様々

な健康づくり活動を推進します。その一環として、ウォ

ーキングなどの健康づくりの取組を行う「健活！チャレ

ンジ」や、生活の中に運動習慣の定着を目指す生活習慣

病予防運動教室等を通じて、健康寿命の延伸や市民の健

康づくりを支援します。 

 

がんの早期発見・早期治療を図るため、がん検診を実施します。また、受診勧奨のた

めの通知や無料クーポン券の送付、乳がん月間などの普及啓発活動を通して受診促進に

取り組むほか、がん患者への相談支援について充実を図ります。 

 

感染症の発生及びまん延を予防するため、乳幼児や高齢者等に対する定期予防接種を

実施します。また、新たに、令和２年１０月から乳児を対象としたロタウイルスワクチ

ンの定期予防接種を実施します。 

 

患者の経済的負担や日常生活上の不安を軽減し、療養生活の質の維持向上を図るため、

指定難病に認定された人に対し特定医療費を支給するほか、患者が住み慣れた地域で安

心して生活できるよう、相談支援や介護家族の休養を支援する事業などを実施します。 

 

  

 

 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

保健・医療・福祉サービスの需要の増加など、社会保障給付の増大が見込まれる中、

制度の持続可能性を確保し、支援を必要とする方に安定したサービスを提供できるよ

う、見直しに取り組んでいます。 
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妊妊婦婦健健康康診診査査事事業業                                    336677,,554488 千千円円 

乳乳幼幼児児健健康康診診査査事事業業                                  119922,,889911 千千円円 

保保育育所所等等待待機機児児童童対対策策推推進進事事業業                        447733,,994455 千千円円 

産産前前・・産産後後支支援援事事業業（（新新規規））                            2222,,553311 千千円円 

〈 予算編成の考え方 〉 

～ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援に向けた取組 ～ 

こども・若者未来局では、全ての子ども・若者が健やかに成長し、持てる力を生かして

自立・活躍ができる社会の実現に向けて、困難を有する子ども・若者の自立支援に取り組

むほか、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援、保育所や児童クラブ等の待機児

童対策の推進、子どもの居場所づくりなどを通して、子育て環境の充実を図るとともに、

社会情勢の変化に対応した予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉  ４４７７，，３３９９２２，，３３４４６６千円 

（うち会計年度任用職員給与費 1,852,989 千円） 

〈 主な事業 〉 

 

 妊婦と胎児の健康管理及び経済的負担の軽減を図るため、医療機関等で実施した妊婦

健康診査に対し、１６回・計９０，０００円を限度額として費用の一部を助成します。 

 

 産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、産婦健康診査の費用を助成する

とともに、母子の心身のケアや育児のサポート等を行います。 

○産婦健康診査の助成 

  産後２週間後、１か月後の産婦健康診査に対し、２回・各５，０００円を限度とし

て費用の一部を助成します。 

○産後ケアの実施 

 医療機関・助産所・家庭等で母子の心身のケア、授乳ケアや相談支援等を実施します。 

〇産前・産後サポートの実施 

外国人妊産婦が抱える悩み等に対応するため、外国語の分かる相談相手を派遣します。 

 

 乳幼児の健康保持・増進及び育児不安の解消等を図るため、

生後４か月から３歳６か月までの乳幼児を対象に健康診査等

を実施します。 

また、新生児等の聴覚障害を早期に発見し、適切な治療や支

援につなげるため、検査に必要な費用の一部を助成する新生

児聴覚検査事業を実施します。 

 

 保育需要の増加に対応するため、保育人材の確保を図るとともに、保育所整備、施設

の助成や幼稚園の預かり保育を推進し、児童の受入枠の拡大を進めます。 

 

 

こども・若者未来局 
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施施設設等等でで暮暮ららすす子子どどももへへのの自自立立支支援援のの推推進進                3311,,884455 千千円円 

長長寿寿命命化化計計画画にに基基づづくく施施設設改改修修工工事事等等                    9911,,333355 千千円円 

ひひととりり親親家家庭庭等等学学習習支支援援事事業業                            3333,,111133 千千円円 

子子どどもものの居居場場所所創創設設ササポポーートト事事業業                          55,,334455 千千円円  

児児童童虐虐待待防防止止体体制制のの強強化化等等                            116666,,227744 千千円円 

児児童童ククララブブ待待機機児児童童対対策策のの推推進進                              228888,,000088 千千円円  

○保育所等利用相談の実施 

 子育て家庭のニーズに合わせて、保育所などの施設や各種の保育サービスなどが円滑

に利用できるよう、すくすく保育アテンダントによる施設等利用相談や支援を行います。 

○保育人材確保の推進 

 潜在保育士の再就職支援や、保育士の宿舎借上げに要する経費の一部を助成します。 

 

 児童クラブへの入会需要の増加に対応するため、学校施設を活用した公立児童クラブの

整備や民間児童クラブとの連携により、児童の受入枠の拡大を進めます。 

 

 施設利用者の安全を確保するとともに、計画的な維持保全を行うため、公立保育所園

舎等の改修等を行います。 

〇保育所園舎等改修事業 

〇児童厚生施設整備改修事業 

 

 無料学習支援や、子ども食堂などの運営団体による、地域主体の子どもの居場所づく

りを推進するため、取組を始める際に必要な情報の提供や活動の周知、運営に関する相

談など、団体が活動しやすい環境づくりを推進します。 

 

 ひとり親家庭等の子どもの基本的な生活習慣の習得、学習習慣の定着等を図るため、

家庭教師の派遣を行います。 

 

 児童養護施設等に入所（里親委託を含む）している子どもが、将来自立した社会生活

を送れるよう、入所中から退所後の一定期間、自立に向けた支援を行います。 

 

児童虐待通告件数の増加や複雑化・多様化する児童虐待への迅速かつ的確な対応を図

るため、児童福祉司の増員を行うとともに組織体制を強化します。 

〇児童相談所の組織改正等 

  令和２年４月より児童相談所内に３つの課を新設し専門性を高めるとともに、緑区

合同庁舎内に緑区域を担当する班を設置し、迅速な対応を図ります。 

〇民間施設を活用した一時保護所の設置 

一時保護を要する児童の受入枠を拡大するため、民間施設を活用した一時保護専用

施設を設置します。 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

子ども・子育て支援に関するサービス等の需要の増加などにより、扶助費等の増

大が見込まれる中、制度の持続可能性を確保し、福祉サービスを必要とする方に安

定したサービスを提供できるよう、事業の見直しを継続的に行うとともに、国庫補

助金等の財源確保に努めてまいります。 
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〈 予算編成の考え方 〉 

 

環境経済局では、豊かな自然環境を維持し、循環型社会の形成と経済の持続的な発展を実

現するため、地球温暖化対策、自然環境の保全、ごみの減量化・資源化の推進など快適な生

活環境の創造に向けた取組を進めるほか、中小企業の競争力の強化、ロボット関連産業等成

長分野への進出支援、企業誘致の推進、農林業振興の充実に向けた取組を実施します。 

また、清掃工場の電力売払などにより財源を確保して、予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉  ２２４４,,５５４４６６,,４４８８３３千円 

 

〈 主な事業 〉 

企企業業誘誘致致等等推推進進事事業業                                                      991122,,008877 千千円円  

より強固な産業集積基盤を形成するため産業集積促進条例に基づき、本市経済をけ

ん引する「リーディング産業」の誘致にインセンティブを設けるなど、多彩な支援メニ

ューにより、戦略的に企業誘致を推進します。 

  無無料料職職業業紹紹介介事事業業                                              3333,,994488 千千円円  

市就職支援センターにおいて、キャリアカウンセリング・職業紹介、求職者支援講座

等を実施することにより、きめ細かな就労支援を行うとともに、ハローワークなどの就

労支援機関を集約した「市総合就職支援センター」を運営します。 

  産産業業用用ロロボボッットト導導入入支支援援事事業業等等                                    113399,,889944 千千円円  

中小企業における労働力不足の解消や生産性の

向上を実現するため、産業用ロボットの導入支援や

システムインテグレータの育成を含め、ロボットビ

ジネスに関連する環境の整備に取り組みます。 

  

    中中小小企企業業景景気気対対策策事事業業                          88,,332266,,111188 千千円円  

中小企業の経営の安定化や健全な発展のために、事業活動に必要な資金の融資を金

融機関と協調して行います。 

ももののづづくくりり企企業業総総合合支支援援事事業業                              3322,,222233 千千円円  

中小企業が求める経営課題の解決に向けて総合的なサポートを行います。また、海外

への販路開拓のための国外展示会を活用したビジネスマッチング等、企業のグローバ

ル化を支援します。 

  農農業業後後継継者者・・担担いい手手確確保保対対策策事事業業                                            1199,,776600 千千円円  

持続可能な力強い農業の確立に向け、農業後継者や新規就農者等、次代の農業を担う 

農業者を確保・育成するため、就農後の定着及び農地の集積・集約化を支援します。 

ささががみみははらら森森林林ビビジジョョンン推推進進事事業業                              1155,,669900 千千円円  

さがみはら津久井産材の利用拡大や、林業の振興に向けた担い手の確保・人材の育成

につながる支援等を実施します。 

市市有有林林施施業業管管理理事事業業                                          3344,,223333 千千円円  

水源保全地域内の市有林を保全するとともに、災害に強い森林づくりに向け、森林整

備や計画的な造林事業を実施します。 

環 境 経 済 局  

さがみはらロボット導入支援センター 
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住住宅宅用用ススママーートトエエネネルルギギーー設設備備導導入入奨奨励励事事業業                    2222,,000000 千千円円    

再生可能エネルギー利用設備及び省エネルギー設備等の住宅用スマートエネルギー

設備を導入した者へ奨励金を交付します。 

次次世世代代ククリリーーンンエエネネルルギギーー自自動動車車等等普普及及促促進進事事業業                    66,,559999 千千円円    

自動車からの温室効果ガス排出量を削減するた

め、電気自動車及び燃料電池自動車を購入した者へ

奨励金を交付します。 

 

 

 

 

中中小小規規模模事事業業者者省省エエネネルルギギーー対対策策等等推推進進事事業業                      1144,,005522 千千円円    

   中小規模事業者の地球温暖化対策を促進するため、助言・指導を行う専門家を派遣す

るとともに、省エネルギー設備等の導入に要する経費を助成します。 

  パパーーククママネネジジメメンントトププラランン推推進進事事業業                                        220099,,227733 千千円円  

市公園施設長寿命化計画及び市公園樹木等維持管理計画に基づく遊具・樹木等の適

正な管理・更新等を行います。 

ススポポーーツツ・・レレククリリエエーーシショョンンゾゾーーンン整整備備事事業業                      883311,,995522 千千円円  

相模総合補給廠共同使用区域内のうち、スポーツ・レクリエーションゾーン（約１０

ｈａ）の多目的フィールドの整備工事等を行います。 

峰峰山山霊霊園園整整備備事事業業                                                118888,,228899 千千円円  

    市市営墓地基本計画に基づき、合葬式墓所の整備工事等を行います。 

循循環環型型社社会会普普及及啓啓発発事事業業                                                              ８８,,8800８８千千円円    

循環型社会の形成に向け、４Ｒ推進の市民意識の

醸成や食品ロス対策など、ごみの減量化・資源化を

推進します。 

 

 

 

北北清清掃掃工工場場基基幹幹的的設設備備等等改改良良事事業業                  ２２ ,,779933,,666666 千千円円  

北清掃工場の長寿命化を図るため、基幹的設備等の改良工事を実施します。 

（平成２９～令和２年度継続事業） 

次次期期一一般般廃廃棄棄物物最最終終処処分分場場整整備備事事業業（（新新規規））                      1111,,000000 千千円円 

次期一般廃棄物最終処分場の整備に向けて、基本構想の策定を進めます。 

一一般般廃廃棄棄物物最最終終処処分分場場  第第２２期期整整備備地地嵩嵩上上事事業業              77,,663344 千千円円  

現在供用中の一般廃棄物最終処分場第２期整備地について、貯留構造物の整備に当

たり、周辺の生態系への影響を調査します。 

 

 

 

 

公用車として導入した燃料電池自動車 

©相模原市 キャラクターを活用した啓発活動の様子 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

・さがみはら産業集積促進方策の推進          約５２０，０００千円 

奨励措置を受け、立地した企業等により本市にもたらされる税収増等の効果額 

・清掃工場電力売払収入                 ４７４，４４０千円 
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〈 予算編成の考え方 〉 

 都市建設局では、「活力と魅力あふれる都市」の実現に向けて、次の重点目標に基づき

予算編成を行いました。 

１．首都圏南西部における広域交流拠点都市の形成を目指します。 

  リニア中央新幹線や小田急多摩線の延伸をはじめとした広域的な交通ネットワーク

の充実や、「未来を拓くさがみはら新都心」にふさわしい橋本・相模原駅周辺地区の整

備、圏央道インターチェンジ周辺のまちづくりを進めます。 

２．災害に強い都市基盤の整備を進めます。 

  災害や事故などから市民の生命と財産を守り、誰もが安全で安心して生活できるよ

う旧耐震基準の住宅・建築物の耐震化促進、土木施設（道路や橋りょう等）の計画的

な維持管理、道路の災害防除対策、公共下水道雨水幹線の整備や河川改修などの浸水

対策を進めます。 

３．市街地整備の推進と拠点の形成・活性化を推進します。 

  水源地域をはじめとする多くの豊かな自然環境との調和を図りつつ、快適で利便性

の高いまちづくりを進めるため、地域を結ぶ公共交通や道路・下水道などの都市基盤

整備を推進します。 

４．都市機能の維持・充実と計画的な土地利用を推進します。 

  快適な市民生活の実現や都市の健全な発展のため、秩序ある都市の整備や魅力ある

景観形成、開発又は保全を図るための土地利用方針に基づき、将来を見据えた総合的、

計画的な土地利用を進めます。 

 

〈 予算額 〉  １１４４，，００７７００，，３３５５６６千千円円 

 

〈 主な事業 〉 

  リリニニアアままちちづづくくりり関関連連推推進進事事業業                        9988,,228888 千千円円  

  リリニニアア中中央央新新幹幹線線建建設設・・駅駅設設置置促促進進事事業業              330077,,669988 千千円円  

    相相模模原原駅駅周周辺辺ままちちづづくくりり推推進進事事業業                          77,,779999 千千円円  

小小田田急急多多摩摩線線延延伸伸促促進進事事業業                                                1144,,117700 千千円円  

リリ首都圏南西部の広域交流拠点にふさわしい魅力あるまちづくりを進めるため、リニ

ア中央新幹線開業や小田急多摩線延伸等を見据えた橋本・相模原両駅周辺地区における

都市基盤、土地利用等の検討や関係機関との協議等を行います。 

また、リニア中央新幹線の建設促進に向けた取組や、リニア中央新幹線を活用した地

域振興等の検討、ＪＲ東海との協定に基づく市内（相模川以東）の用地取得等に関する

事務を行います。 

 

既既存存住住宅宅・・建建築築物物耐耐震震化化促促進進事事業業                      5577,,111177 千千円円  

旧耐震基準の住宅及び耐震診断が義務化された避難路沿道建築物などの所有者に対して

防災対策の普及啓発を行うとともに、耐震診断・改修工事等の費用の補助を行うことによ

り、地震災害から市民の生命と財産を守り、災害に強い安全なまちづくりを推進します。 

 

 

都都  市市  建建  設設  局局  
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公公共共土土木木施施設設災災害害復復旧旧事事業業                                            22,,006622,,110055 千千円円  

 

道道路路整整備備事事業業                                      33,,008800,,664400 千千円円  

  周辺都市や市内の拠点を結ぶ広域幹線道路や都市計画道路等の整備を実施します。 

【主な路線】国道４１３号（二本松交差点）、 

県道４６号（相模原茅ヶ崎）、県道５２号 

（相模原町田）、津久井広域道路、都市計画 

道路橋本相原線（西橋本一丁目交差点）、 

都市計画道路宮上横山線、都市計画道路宮下 

横山台線、都市計画道路淵野辺駅山王線、 

都市計画道路相模原二ツ塚線、市道下九沢 

大島（上中ノ原交差点）、市道相模氷川、 

市道相模原横山、市道淵野辺中和田(鵜野森 

旧道交差点）、市道新戸相武台 

 

道道路路維維持持管管理理計計画画事事業業                                                            11,,222244,,117755 千千円円  

「市道路施設長寿命化修繕計画」に基づき、点検、修繕等を実施します。また、道路

における土砂災害を防止するため、対策工事等を実施します。 

【主な対策箇所】国道４１３号の情報提供装置・トンネル照明、県道５１３号（鳥屋

川尻）舗装、市道雨降舗装、市道相模富士見町舗装、市道古淵駅前通舗装 

 

橋橋りりょょうう長長寿寿命命化化事事業業                                                                668877,,774433 千千円円  

「市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、点検、修繕、耐震補強等を実施します。 

【主な対策箇所】県道５０３号（相模原立川）矢掛立体交差２号橋、県道５０７号（相

武台相模原）相武台団地歩道橋、県道５０８号(厚木城山)久保沢跨道橋、市道吉野

天奈天奈橋 

 

  

令和元年１０月に発生した台風第１９号による災害の復旧工事等を実施します。 

【主な路線】県道５１７号（奥牧野相模湖）、市道奥牧野綱子、市道伏馬田菅井 

 

下下水水道道施施設設耐耐震震化化事事業業（（公公営営企企業業会会計計））              22,,001188,,222200 千千円円  

「市下水道施設地震対策事業計画」に基づき、下水道施設の耐震化を実施します。 

【実施内容】姥川第１－イ雨水幹線耐震化事業等 

 

雨雨水水浸浸水水対対策策事事業業（（公公営営企企業業会会計計））                11,,002200,,000000 千千円円 

「市緊急雨水対策事業実施計画」に基づき、雨水幹線等の整備を実施します。 

【実施内容】境川第２８バイパス雨水幹線整備事業等 

 

 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

・藤野駅周辺駐車場施設の民間事業者貸付に伴う貸付収入   ２，２９６千円 

県道５２号（相模原町田）立体交差完成イメージ図 
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未未来来をを切切りり拓拓くく力力のの育育成成                              3366,,226699 千千円円    

特特別別支支援援教教育育のの推推進進                                  442266,,889900 千千円円 

英英語語教教育育のの推推進進                                    229955,,995577 千千円円    

学学力力保保障障にに向向けけたた取取組組                                5599,,229911 千千円円    

〈 予算編成の考え方 〉 

教育局では、子どもたちが自分らしい生き方を実現できるよう、未来を切り拓く力を

はぐくむとともに、誰もが十分に学ぶことができる誰一人取り残さない教育施策の展開、

学校における働き方改革の推進などにより、学校教育環境の充実を図るほか、誰もが豊

かな人生を送ることができるよう、生涯学習・社会教育環境の充実を図るなど、社会情

勢の変化や今日的な課題に対応する予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉  １１６６，，３３３３１１，，３３２２８８千円 

                   （うち会計年度任用職員給与費 1,962,630 千円） 

〈 主な事業 〉 

  

子どもたちが持続可能な未来の担い手として自分の役割を果たし、自分らしい生き

方を実現するため、学ぶことと自己の将来とのつながりを見通しながら、社会的・職

業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身につけていくことができるよう、

キャリア教育を推進し、従来の小中連携教育を発展させた小中一貫教育や、職場体験

支援事業等を実施します。 

 

 

   基礎的・基本的な学力の定着と学習意欲の向上を図るため、授業内において児童の

学習を支援する学習支援員を配置するほか、放課後の補習などを実施します。 

   また、一人ひとりに応じた授業支援や授業改善を図るため、全国学力・学習状況調

査に加え、本市独自の学習調査を実施します。 

 

    

 小学校及び義務教育学校において、英語教育アドバイ

ザーの活用による学級担任等の更なる指導力向上を図

るとともに、外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を全小・中

学校及び義務教育学校に配置し、児童生徒の英語力の向

上を図ります。 

             

 

 

 

   児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた必要な支援及び適切な指導を行う校内支

援体制を充実するため、小・中学校及び義務教育学校に非常勤介助員、支援教育支援員

を配置するとともに、日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒の学びを保障し、学校

生活を支援するため、医療的ケア児の在籍する学校に看護師を配置します。 

また、教育的支援が必要な児童生徒に対応する教員等のサポートを充実するため、支

援教育指導員を配置します。 

教 育 局 

ＡＬＴを活用した授業の様子 
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学学校校ににおおけけるる働働きき方方改改革革                                6622,,336655 千千円円  

小小中中学学校校のの環環境境改改善善                                33,,556677,,884444 千千円円 

生生涯涯学学習習・・社社会会教教育育環環境境のの充充実実                        119911,,776688 千千円円  

給給付付型型奨奨学学金金・・就就学学援援助助制制度度                          885544,,440055 千千円円  

学学校校情情報報教教育育のの推推進進                                  887777,,990077 千千円円   

   タブレット型パソコン等のＩＣＴ機器を活用 

した学校教育の充実を図るとともに、児童一人 

ひとりの状況に応じたきめ細かな対応及び効率 

的な校務を行うため、児童生徒の出席状況や成 

績などを一元管理する校務支援システムを運用 

し、学校における情報教育を推進します。 

 

   教員が子どもたちと向き合う時間を更に確保するため、部活動指導員やスクール・

サポート・スタッフを配置するなど、学校現場における働き方改革を進めます。 

 

   学習意欲があるにもかかわらず、経済的な理由により高等学校等における修学が困

難な生徒を対象として、返還不要の奨学金を給付します。 

   また、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、新入学児童生徒

学用品費を入学前に支給するとともに、学用品費、給食費等の就学経費を援助します。 

  

   学校施設の維持・保全、機能向上を図るため、校舎の長寿命化改修工事及び大規模

改造工事を実施します。 

   ・校舎改造     小学校４校 

中学校６校 

   

 

 

 

 

① 公民館の修繕等 

   公民館機能の維持・向上のため、施設の修繕等を実施します。 

② スポーツ施設の修繕等 

   施設利用者のより快適なスポーツ環境の整備のため、北総合体育館や総合水泳場な

どスポーツ施設の修繕等を実施します。 

 

 ●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

・スポーツ施設に係る使用料等の見直し    ２，１００千円 
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〈 予算編成の考え方 〉 

  消防局では、市民が安全で安心して暮らせる社会の実現に向け、事業の選択と集中を図

り、予算編成を行いました。 

  この方針の下、地域性を考慮した「消防署所」「消防団詰所・車庫」「消防車両」「消防

団車両」「消防水利」の整備等を行います。また、応急手当のできる市民の増加を図ると

ともに、高度な救急救命処置のできる救急救命士を計画的に養成するなど救急業務高度

化の推進や、児童に対する防火教育を行うなど火災予防事業の推進を図り、効果的かつ効

率的な消防・救急体制の確立に引き続き取り組みます。 

 

〈 予算額 〉  １１，，９９４４７７，，９９７７４４千円 

 

〈 主な事業 〉 

ああ  消消防防庁庁舎舎整整備備事事業業                                      2211,,448800 千千円円  

庁舎の老朽化及び狭あい化を解消するため、津久井消防署を移転整備します。 

   ○ 津久井消防署（設計）  
  

  消消防防団団詰詰所所・・車車庫庫整整備備事事業業                            9988,,009900 千千円円  

   消防団の活動環境を充実させるため、老朽化している施設を整備します。 

   ○ 中央方面隊第１分団第３部（設計・解体・建設） 

   ○ 中央方面隊第４分団第３部（設計） 

   ○ 津久井方面隊第２分団第２部（設計・改修） 

   ○ 旧藤野方面隊牧野分団第３部（解体） 

 

    火火災災予予防防事事業業                                          66,,227777 千千円円  

   火災の発生並びに火災による人的及び物的被害

を減少させるため、住宅防火対策、放火防止対策な

どの火災予防広報及び児童に対する防火教育を推

進します。 

   ○ 住宅用火災警報器の設置、点検及び交換の促進 

   ○ 一人暮らし高齢者家庭等の防火啓発訪問 

   ○ 少年・少女ファイヤースクールの実施 

    

 

 

 

 

 

消 防 局 
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    消消防防車車両両整整備備事事業業                                331188,,008844 千千円円  

   消防力の充実強化を図るため、消防車両を更新します。 

   ○ 消防ポンプ自動車   ２台  ○ 高規格救急自動車    ５台 

   ○ 人員搬送車      ２台 

     

    消消防防団団車車両両整整備備事事業業                              114499,,009977 千千円円  

   消防力の充実強化を図るため、消防団車両を更新します。 

   ○ 消防ポンプ自動車   ２台  ○ 小型動力ポンプ付積載車 ６台 

    

    消消防防水水利利整整備備事事業業                                5577,,995544 千千円円 

   消防水利の基準等に基づき、災害時における消火活動を強化するため、 

消防水利を整備します。 

   ○ 消火栓  新設３基 増設１１基 取替４４基 

 

    応応急急手手当当普普及及啓啓発発事事業業                                77,,440000 千千円円 

   より多くの救える命を救うため、積極的に救急 

  講習を実施し、応急手当のできる市民の増加を図 

  ります。 

   ○ 応急手当普及員の養成、普及講習会などの 

受講促進 

 

 

 

    救救急急高高度度化化推推進進事事業業                                  88,,993377 千千円円 

   救急業務高度化を推進するため、メディカルコン

トロール体制（常時指示体制、事後検証体制、再教

育体制の整備）の充実を図るとともに、気管挿管な

どの高度な救急救命処置のできる救急救命士や指

導救命士を養成します。 

   ○ 気管挿管養成研修    ６名 

   ○ ビデオ喉頭鏡養成研修 １１名 

   ○ 指導救命士養成研修   ２名 
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令和元年台風第１９号による災害

からの復旧・復興支援 

 

〈 予算編成の考え方 〉 

緑区役所では、令和元年台風第１９号による災害からの復旧・復興を最優先に取り組む

とともに、「緑区基本計画」の着実な推進、区民の一体感・区への愛着や誇りの醸成を図る

ための魅力づくり事業、今後の人口減少を踏まえた中山間地域対策や地域振興策に重点を

置く予算編成を行いました。 

また、野生鳥獣対策や観光事業等の移管による区役所機能の強化をはじめ、区内の老朽

施設の着実な修繕、城山総合事務所周辺の公共施設再編に取り組み、市民サービスの向上

に努めるとともに、区民が安全で安心して暮らせるための地域防災力の向上、防犯対策や

交通安全の推進を図ります。 

〈 予算額 〉  ８８４４９９，，９９５５７７千円 

〈 主な事業 〉 

  自自治治会会集集会会所所建建設設等等助助成成事事業業                            1100,,337755 千千円円  

自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、用地取得費及び建設

費等の一部を助成し、住民自治の推進を図ります。 

補助件数 ４件 （用地取得１件、修繕３件） 

    区区政政推推進進事事業業                                          2244,,330000 千千円円  

①区別基本計画推進事業  

区民会議での議論を踏まえ、緑区基本計画に掲げた取

組等の推進方策について、協働の視点から検討・実施し

ます。また、災害からの復旧・復興、中山間地域対策や

地域振興策等の総合的な取組を検討・実施し、区の目指

す姿の実現を図ります。 

②区の魅力づくり事業 

区民どうしの一体感を育みながら、区への愛着や誇り

などの意識の醸成を図るため、区独自の魅力を再発見し、

新たな魅力として区内外に発信するなど、「区の魅力づく

り」に向けた事業を実施します。 

③地域活性化事業交付金 

区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指し

て、区民が自主的に取り組む事業に対して交付金を交付

します。 各地区 ２,５００千円（６地区） 

  協協働働ままちちづづくくりり推推進進費費                                      22,,226666 千千円円  

①区民会議運営経費 

区の課題やまちづくりの方向性について協議する場として設置した「区民会議」

を円滑に運営し、地域特性を生かした区民主体によるまちづくりを推進します。 

②まちづくり会議運営経費 

地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解決 

に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援します。 

防防災災対対策策事事業業費費                                            77,,884455 千千円円  

地域の防災力向上を図るため、自主防災組織及び避難所運営協議会に対し防災資機

材の整備や訓練に係る活動費用の一部を助成します。 

商商店店街街のの振振興興、、地地域域活活性性化化イイベベンントト等等のの支支援援              1155,,440066 千千円円 

地域に密着した商店街の振興や、地域活性化イベント等の支援を実施します。 

  

緑緑  区区  役役  所所  
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防防犯犯交交通通安安全全対対策策費費                                            77,,000099 千千円円 

①安全・安心まちづくり推進協議会補助金 

安全で安心なまちづくりを推進するため、緑区で組織する安全・安心まちづくり 

   推進協議会に対し助成します。 

②防犯・交通安全協会補助金  

  地域の犯罪防止や交通安全を推進するため、各防犯協会及び各交通安全協会に対し 

し助成します。 

野野生生鳥鳥獣獣対対策策等等のの区区役役所所機機能能のの強強化化                          9955,,337733 千千円円  

野生鳥獣対策に係る窓口の一元化を図るとともに、迅速かつ地域特性に応じた対応によ

り被害の防止に向けた取組を推進します。 

また、津久井地域の観光施設等の効果的な管理を行うとともに、橋本七夕まつり等の観光

行事を通じ、交流人口の拡大を図ります。 

      公公共共施施設設長長寿寿命命化化計計画画事事業業                                9955,,993311 千千円円  

公共施設マネジメントのモデル事業として「城山総合事務所周辺公共施設再編方

針」に基づき実施した、機能再編による市民の利便性の向上及び管理・運営の効率化

を踏まえ、城山総合事務所の本館の老朽化に伴う解体に向けた基礎調査を実施すると

ともに、第１別館の空調設備を改修します。また、老朽化している鳥屋地域センター

受水槽を改修します。 

●事事業業のの見見直直しし（（財財源源のの確確保保対対策策等等）） 

 ・建物貸付収入                       １，５３０千円 

緑区合同庁舎における広告付きサイン、デジタルサイネージの貸付など 

  ・土地貸付収入                         ４００千円 

自動販売機設置用地の貸付 

 

 

 

 

小小中中学学校校のの環環境境改改善善（（教教育育局局））                    11,,550011,,222299 千千円円  

校舎改造（４校） 

消消防防力力のの強強化化（（消消防防局局））                            222255,,334477 千千円円 

消防庁舎整備   津久井消防署（設計） 

   消防団詰所・車庫整備  津久井方面隊第２分団第２部（設計・改修） 

               旧藤野方面隊牧野分団第３部（解体） 

   消防車両整備   消防ポンプ自動車、人員搬送車、高規格救急自動車 各１台 

   消防団車両整備  消防ポンプ自動車 １台 

小型動力ポンプ付積載車 ３台 

リリニニアアままちちづづくくりり関関連連推推進進事事業業（（都都市市建建設設局局））                    9988,,228888 千千円円  

リリニニアア中中央央新新幹幹線線建建設設・・駅駅設設置置促促進進事事業業（（都都市市建建設設局局））  

                                                                                                      330077,,669988 千千円円  

リニア中央新幹線の開業を見据え、橋本駅周辺におけるまちづくりの検討を行う

とともに、リニア中央新幹線の建設促進に向けた取組等を進めます。 
道道路路のの維維持持修修繕繕等等（（都都市市建建設設局局））                        777744,,117711 千千円円 

舗装修繕工事：県道５１３号（鳥屋川尻）、市道雨降、市道荒井早戸ほか１２路線 

災害防除工事：県道５２１号（佐野川上野原） 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  緑緑区区  
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自自治治会会集集会会所所建建設設等等助助成成事事業業                                  99,,660022 千千円円 

区区政政推推進進事事業業                                            3300,,226688 千千円円 

協協働働ままちちづづくくりり推推進進費費                                        22,,774477 千千円円 

防防災災対対策策事事業業                                                    77,,997755 千千円円 

〈 予算編成の考え方 〉 

中央区役所では、区民との協働によるまちづくりや区民の安全・安心の一層の充実を図

ることに重点を置き、予算編成を行いました。 
具体的には、中央区基本計画を推進するための取組や、区制１０周年記念事業をはじめ

とした区への愛着や区民意識の醸成を図るための区民との協働による取組の推進、地域防

災力を高めるための自主防災組織の活動支援、自転車や高齢者の交通事故や振り込め詐欺

被害の防止等を図るための安全・安心施策の実施、地域住民による地域課題の解決に向け

た自主的な活動への支援等に取り組んでまいります。 
 

〈 予算額 〉  ２２８８９９，，１１６６９９千千円円 
 

〈 主な事業 〉 

 

    

自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設費の一部を助成し、住民自治の推進を

図ります。 

補助件数 ３件（用地購入１件 バリアフリー改修１件 その他修繕１件） 

 

    

①区別基本計画推進事業 

中央区基本計画に掲げた区の目指す姿の実現に向け、 

区民の一体感を育みながら、区への愛着や誇りなどの醸成 

を図るための「区の魅力づくり」事業等を区民との協働 

により実施します。併せて区誕生１０周年を記念した事業 

   を実施します。 

 

  ②地域活性化事業交付金 

    区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指して、区民が自主的に取り組

む事業に対し交付金を交付します。 各地区 ２，５００千円（９地区） 

 

      

①区民会議運営経費 

区の課題やまちづくりの方向性について協議する場として設置した「区民会議」を運営し、

地域特性を生かした区民主体によるまちづくりを推進します。 

②まちづくり会議運営経費 

地域のまちづくりの課題を自主的に話し合い課題解決に取り組む「まちづくり会

議」の運営を支援します。 

  

 

地域防災力の向上を図るため、自主防災組織や避難所運営 

協議会の活動を支援します。 

令和元年台風第１９号の教訓をもとに、災害時の各地区との 

連携強化や訓練内容の見直し等を行い、防災体制の強化を図り 

ます。 

 

中中  央央  区区  役役  所所  

 

による意見交換会 

自主防災隊による防災訓練 

区の目指す姿についての高校生 
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ままちちづづくくりりセセンンタターー等等維維持持管管理理及及びび維維持持補補修修事事業業        6600,,118855 千千円円 

戸戸籍籍住住民民事事務務運運営営事事業業                                    112299,,445577 千千円円 

商商店店街街のの振振興興、、観観光光事事業業等等のの支支援援                      3300,,990022 千千円円 

交交通通安安全全・・防防犯犯対対策策事事業業                                    66,,441111 千千円円  

自転車や高齢者の交通事故や振り込め詐欺被害の防止に向

け、区民の交通安全や防犯意識の高揚を図る取組等を通じて、

安全・安心なまちづくりを推進します。 

  

  

  

  

まちづくりセンター及び連絡所の施設・設備の維持管理並びに修繕を行います。 

      

戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等の証明書交付や届出の受理、マイナンバーカード

の交付を行います。 

      

地域に密着した商店街の振興や、区の魅力をＰＲする観光事業等の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ススポポーーツツ・・レレククリリエエーーシショョンンゾゾーーンン整整備備事事業業（（環環境境経経済済局局））  

        ８８3311,,995522 千千円円 

スポーツ・レクリエーションゾーンの多目的フィールドの整備工事等を行います。 

小小中中学学校校のの環環境境改改善善（（教教育育局局））                      11,,448855,,442299 千千円円 

校舎改造（４校） 

  消消防防力力のの強強化化（（消消防防局局））                            220000,,889900 千千円円  

   消防団詰所・車庫整備 

    中央方面隊第１分団第３部（設計・解体・建設） 

    中央方面隊第４分団第３部（設計） 

   消防車両整備   高規格救急自動車 ３台 

   消防団車両整備  小型動力ポンプ付積載車 ２台 

相相模模原原駅駅周周辺辺ままちちづづくくりり推推進進事事業業（（都都市市建建設設局局））                          77,,779999 千千円円  

小小田田急急多多摩摩線線延延伸伸促促進進事事業業（（都都市市建建設設局局））                                1144,,117700 千千円円  

小田急多摩線延伸の促進に取り組むとともに、駅周辺における土地利用等の検討や関係機

関との協議等を行います。 

道道路路のの維維持持修修繕繕等等（（都都市市建建設設局局））                            227722,,558811 千千円円  

舗装修繕工事：市道相模富士見町、市道番田塩田ほか２路線 

舗装整備工事：市道上溝７号、市道小山８号ほか２路線 

交通安全教室 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  中中央央区区  

●事事業業のの見見直直しし（（財財源源のの確確保保対対策策等等））● 

  ・土地貸付収入                         ４０千円 

宝くじ売場設置用地の貸付、自動販売機設置用地の貸付 
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協協働働ままちちづづくくりり推推進進費費                                  22,,776633 千千円円  

区区政政推推進進事事業業                                          2222,,556611 千千円円  

安安全全・・安安心心ままちちづづくくりり推推進進協協議議会会補補助助金金                  44,,445577 千千円円  

観観光光・・地地域域活活性性化化イイベベンントト支支援援事事業業                      99,,008844 千千円円  

〈 予算編成の考え方 〉 

南区役所では、区が目指すべきまちづくりの方向を示した「南区基本計画」の着実な推

進を念頭に、協働によるまちづくりや区民意識の醸成を図るための取組、商店街振興や地

域活性化イベント、観光行事への支援のほか、区民が安全に安心して暮らせるための災害

対応機能の強化、交通安全・防犯対策の充実などに重点を置く予算編成を行いました。 

また、区内の施設の適切な修繕を着実に行い、市民サービスの向上に努めるとともに、「公

共施設の保全・利活用基本指針」に基づき、行政財産の貸付などの財源確保に取り組みま

す。 

〈 予算額 〉  ３３４４７７，，７７４４２２千千円円  

〈 主な事業 〉 

 

    

①区別基本計画推進事業 

区民会議での議論を踏まえ南区基本計画に掲げた取組

等の推進方策について、協働の視点から検討・実施します。 

②区の魅力づくり事業 

区民どうしの一体感を育みながら、区への愛着や誇り

などの意識の醸成を図るため、区独自の魅力を再発見し、

新たな魅力として区内外に情報発信するなど、「区の魅力

づくり」に向けた事業を実施します。併せて区誕生１０

周年を記念した事業を実施します。 

③地域活性化事業交付金 

 区民の幅広い参加と協働による地域の活性化を目指し、区民が自主的な課題解決

に取り組む事業に対して交付します。  

各地区 ２，５００千円（７地区） 

 

  

①区民会議運営経費  

区の課題やまちづくりの方向性について協議する場として設置した「区民会議」

を円滑に運営し、地域特性を生かした区民主体によるまちづくりを推進します。 

②まちづくり会議運営経費 

地域資源の発見、課題解決の方法などについて自主的に話し合い、地域課題の解決

に向けた活動を構成団体等が協働して行う「まちづくり会議」の運営を支援します。 

 
      

 

安全で安心なまちづくりを推進するため、区民、地域団体、行政機関等が協働して 

  防犯・交通安全に取り組む南区安全・安心まちづくり推進協議会に対し補助します。 

 

 

南区内の観光等の振興を図るため、相模の大凧まつり、相模川芝ざくらまつり、東

林間サマーわぁ！ニバル、相模原よさこいＲＡＮＢＵ！に対し補助します。 

 

南南  区区  役役  所所  

「第６回南区パフォーマンスステージ」 
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商商店店街街振振興興支支援援事事業業                                  88,,997733 千千円円  

自自主主防防災災組組織織等等活活動動支支援援事事業業                            1111,,222255 千千円円  

自自治治会会集集会会所所建建設設等等助助成成事事業業                            11,,330066 千千円円  

 

 
 
①商店街環境整備事業補助金 

商店街の環境整備を図るため、商店街団体が行う共同駐車場・街路灯の維持管理 
事業に対し補助します。 

②商店街にぎわいづくり支援事業補助金 
 商店街の活性化を図るため、商店街団体が実施するソフト事業に対して補助します。 

③アドバイザー派遣事業 
    商店街の活性化を促進するため、商店街団体へ専門的な知識を有するアドバイ 

ザーを派遣し、必要な指導・助言を行います。 
 

      

防災行動力を持つ自主防災組織の育成を図るとともに、自主的な活動を支援するための資機

材の整備や訓練の実施に要する費用の一部を助成します。 

 

 

自治会活動の拠点となる自治会集会所の建設を促進するため、建設費等の一部を助

成し、住民自治の推進を図ります。補助件数 ３件（修繕費３件） 

 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

 ・建物貸付収入                         ８３４千円 

南区合同庁舎における動画モニター、地図案内板、デジタルサイネージの貸付 

  ・土地貸付収入                         ３８９千円 

有料広告看板設置用地、自動販売機設置用地の貸付 

  

  

  

  

  

峰峰山山霊霊園園整整備備事事業業（（環環境境経経済済局局））                              118888,,228899 千千円円  

市市営墓地基本計画に基づき、合葬式墓所の整備工事等を行います。  

小小中中学学校校のの環環境境改改善善（（教教育育局局））                          558811,,118866 千千円円  

校舎改造（２校） 

消消防防力力のの強強化化（（消消防防局局））                                    113355,,998866 千千円円  

   消防車両整備   消防ポンプ自動車、人員搬送車 

高規格救急自動車 各１台 

   消防団車両整備  消防ポンプ自動車、小型動力ポンプ付積載車 各１台   

道道路路のの維維持持修修繕繕等等（（都都市市建建設設局局））                      337766,,998899 千千円円  

舗装修繕工事：市道古淵駅前通、市道麻溝台１００号ほか４路線 

舗装整備工事：市道大沼２２号、市道下溝５３５号、市道上鶴間６６９号ほか３路線 

区区域域内内ででのの主主なな事事業業（（各各局局予予算算分分））  南南区区  
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公公文文書書館館運運営営費費                                            11,,336655 千千円円    

研研修修所所研研修修事事業業費費                                    1144,,002233 千千円円 

職職員員健健康康管管理理費費                                          110044,,220099 千千円円  

行行政政界界変変更更事事業業                                        22,,776677 千千円円 

行行政政事事務務情情報報化化経経費費                                885522,,991144 千千円円  

 

   

〈 予算編成の考え方 〉  

  総務局では、複雑化する行政課題や多様化する市民ニーズに対応した質の高い行政サービ

スを提供するため、政策形成能力、政策法務能力の養成などの研修を実施することにより、

職員の資質の向上を図り、組織力を高める取組を進めるとともに、それを担う職員の心と体

の健康保持・増進に係る取組に重点を置き、予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉   ５５，，３３２２８８，，１１１１７７千円  

                 （うち会計年度任用職員給与費 2,161,216 千円）  
〈 主な事業 〉 

  

   境川に係る町田市と本市との行政境界の変更について、第７期事業として、約２０

ｋｍの全体計画のうち、約１．４ｋｍの境界変更に向け、法務局への申請を行うため

の図面等の作成を行います。 

 

  歴史的公文書等の保存・市民利用の拠点施設として、市立公文書館の運営を行います。 

 

 

ＩＣＴを活用した電子自治体化及び庁内の情報化を推進し行政事務の効率化を図りま

す。また、基幹システムの運用や機器等の維持管理を行います。 

 

「相模原市人材育成基本方針」に基づき、主体的

なキャリア形成を促す取組、多様な人材を積極的に

活用した組織力の向上や専門能力を高める取組等

を進めるとともに、市民ニーズに対応した質の高い

行政サービスを提供するために必要な政策形成能

力の養成や公民連携に関する研修を実施します。 

  

 

様々な行政サービスを担う職員の心と体の健康保持・増進を図ります。特に、ストレ

スチェックなどのメンタルヘルス対策を中心に、病気の予防や早期発見、長期病気休業

職員の減少及び円滑な職場復帰と再休業防止を図ります。 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

 ・公益財団法人相模原市まち・みどり公社補助金        △５，０８４千円 

   補助率の見直し 

研修でのグループワークの様子 
総総  務務  局局  

－ 30 －



〈 予算編成の考え方 〉 

  議会局では、議会改革を着実に推進するため、議会運営や政策立案機能を向上させる

予算編成を行いました。 

 

〈 予算額 〉  ７７７７６６，，９９８８３３千円 

 

〈 主な事業 〉 

  議議員員報報酬酬等等経経費費                                                  664433,,886688 千千円円  

市議会議員の議員報酬・期末手当等に係る経費 

議議会会事事務務運運営営費費（（政政務務活活動動費費））                        5555,,220000 千千円円  

市議会議員の調査研究に資するため、必要な経費の一部として交付します。 

ささががみみははらら市市議議会会だだよよりり発発行行費費                            1177,,336666 千千円円  

市議会の活動状況を広く市民に周知し、議会及び市政に対する理解を深めてもらう

ため、「さがみはら市議会だより」を発行します。 

発行回数 年５回（定例号４回、臨時号１回） 

国国際際交交流流事事業業                                            99,,007755 千千円円  

友好都市（中国の無錫市及びカナダのトロント市）を訪問し、国際感覚の高揚と恒久的

な国際平和に寄与するとともに相互理解及び国際交流を深めます。 

 

 

 

 

〈 予算編成の考え方 〉 

危機管理局では、危機管理、災害対応等において庁内各組織の総合調整や統括的な計画策定

などを行います。 

具体的な取組につきましては、今後懸念される大規模災害に備え、地域防災力の向上に資す

る事業のほか、土木、消防など、様々な分野における対策を行うことから、防災に関連する予

算は複数の局に計上されています。 

 

●事業の見直し（財源の確保対策等）● 

訓練等で使用頻度の高い起震車について、有料広告を掲載 １００千円 

 

防災関連の予算については、６ページ「防災関連経費の概要」をご覧ください。 

 

議議  会会  局局  

危危  機機  管管  理理  局局  
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令和２年度
構成比

(％)
令和元年度

対前年度

増減額
伸率（％）

129,700,000 42.2% 130,800,000 △ 1,100,000 △0.8%

個人市民税 60,764,653 19.8% 60,994,506 △ 229,853 △0.4%

法人市民税 5,569,851 1.8% 6,625,403 △ 1,055,552 △15.9%

固定資産税 45,837,303 14.9% 45,590,364 246,939 0.5%

その他の税 17,528,193 5.7% 17,589,727 △ 61,534 △0.3%

24,870,000 8.1% 22,699,000 2,171,000 9.6%

地方特例交付金 1,090,000 0.4% 2,003,000 △ 913,000 △45.6%

その他 23,780,000 7.7% 20,696,000 3,084,000 14.9%

16,600,000 5.4% 13,900,000 2,700,000 19.4%

61,502,511 20.0% 60,244,755 1,257,756 2.1%

17,870,012 5.8% 16,625,836 1,244,176 7.5%

5,883,204 1.9% 6,362,761 △ 479,557 △7.5%

財政調整基金から繰入 4,870,000 1.6% 4,750,000 120,000 2.5%

その他 1,013,204 0.3% 1,612,761 △ 599,557 △37.2%

2,000,000 0.7% 1,700,000 300,000 17.6%

28,747,200 9.4% 28,958,100 △ 210,900 △0.7%

建設に係る市債 11,242,400 3.7% 10,737,300 505,100 4.7%

災害復旧事業債 1,904,800 0.6% 920,800 984,000 106.9%

臨時財政対策債 15,600,000 5.1% 17,300,000 △ 1,700,000 △9.8%

20,027,073 6.5% 21,109,548 △ 1,082,475 △5.1%

307,200,000 100.0% 302,400,000 4,800,000 1.6%

 国 庫 支 出 金

項　　目

 市　　税

 譲与税・交付金

 地 方 交 付 税

 その他

合　　計

 県 支 出 金

 繰　入　金

 繰　越　金

 市　　債

５．一般会計予算案の解説     １１    歳歳  入入      歳入総額は３，０７２億円で、

主な内訳は、市税が１，２９７億

円（構成比４２．２％）、国庫支出

金が約６１５億円（同２０．０％）、

市債が約２８７億円（同９．４％）、

譲与税・交付金が約２４９億円（同

８．１％）となっています。       (表２)令和２年度一般会計当初予算案〔歳入〕                                               
    

（単位：千円） （グラフ３）歳入構成 
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 税制改正における税率の引下げ等により法人市民税が減収となることなどから、市税
の構成比が前年度と比べ１．０ポイント低下の４２．２％となっています。 

また、地方交付税の増加や消費税率の引上げに伴う地方消費税交付金の増加により、 

譲与税・交付金・交付税の構成比が１．４ポイント上昇の１３．５％となっています。 

 (グラフ４)歳入構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額 

 

 

 

譲与税・交付金・交付税 市税 

国・県支出金 

市債 その他 

－ 33 －



①①  市市  税税  はは１１１１．．００億億円円のの減減収収（（１１，，３３００８８億億円円令和元年度   ⇒⇒  １１，，２２９９７７億億円円令和２年度        
））                                対対前前年年度度比比：：△△００．．８８％％  

市税収入は、令和元年度に比べ１１億円減の１，２９７億円となっています。 

主な税目では、固定資産税・都市計画税は新増築家屋の増加などにより約３．６億円の

増収を見込んでいる一方、法人市民税のうち法人税割について、税制改正における税率の

引下げなどにより約１０．６億円の減収を見込んでいます。 

徴収率については、現年課税分が９９．０８％（対前年度比０．１２ポイント

増）、滞納繰越分が３５．２２％（対前年度比１．５６ポイント増）、市税全体では     

９７．５８％（対前年度比０．２４ポイント増）を見込んでいます。 

 

 

 

                 
消消費費税税率率引引上上げげ分分のの使使途途  ににつついいてて  

① 平成２６年４月の消費税率８％への引上げによる増収分は、全て年金・医療・介護・
少子化対策等の社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費の中で、「社会保障の
充実・安定化」のために充てられます。  

② 令和元年１０月の消費税率１０％への引上げによる増収分についても①と同様に、
「社会保障の充実・安定化」のために充てられます。 

③ 令和２年度当初予算では、①②の引上げによる地方消費税交付金の増収分として 

７７億円を見込んでいます。   ※H30年度までは決算額、R1年度・R2年度は当初予算額 

 H30年度、R1年度のカッコ内の数値は県民税所得割臨時交付金からの移行分 

（グラフ５） 
（124） 

（18） 

分 野 主な事業内容 事業費 市負担分 
 うち活用額 

医療 
国民健康保険の低所得者保険税軽減・保険者支援制度

拡充など 
37,944 23,061 2,843 

介護 
介護保険第１号被保険者保険料の低所得者軽減強化

など 
8,665 8,302 1,023 

少子化 民間保育所等運営支援など 42,691 16,277 2,006 

その他 障害福祉サービス等費用、自立支援推進事業など 46,943 14,830 1,828 

 【本市の社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 

総事業費 約１，３６２億円（うち一般財源 約６２５億円） 

（単位：百万円） 
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②②  譲譲与与税税・・交交付付金金    はは２２１１．．７７億億円円のの増増加加  （（  ２２２２７７億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ２２４４９９億億円円
令和２年度

））  

                                          対対前前年年度度比比：：＋＋９９．．６６％％    譲与税・交付金は、令和元年度に限り交付されていた「子ども・子育て支援臨時交付
金」が皆減となったことにより、地方特例交付金が減少となった一方、消費税率の引上

げに伴い地方消費税交付金が増加となったことなどから、前年度に比べ約２１．７億円

増加の約２４９億円となっています。  
  

  

③③  地地方方交交付付税税    はは２２７７．．００億億円円のの増増加加  （（  １１３３９９億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  １１６６６６億億円円
令和２年度

））  

                                          対対前前年年度度比比：：＋＋１１９９．．４４％％   地方公共団体間の財源の不均衡の調整と財源保障は地方交付税により行われ、その一部
は臨時財政対策債により補塡されています。 
令和２年度は、令和元年度の実績と地方財政計画において、引き続き臨時財政対策債の

発行額が抑制されたことを踏まえ、普通交付税については前年度に比べ２６億円増加の１

５６億円、一方、臨時財政対策債については前年度に比べ１７億円減少の１５６億円とな

っています。 
また、特別交付税については、令和元年台風第１９号に伴う災害等廃棄物の処理に要す

る経費の増加により、前年度に比べ１億円増加の１０億円となっています。  

  

  

  

④④  国国庫庫支支出出金金    はは１１２２．．６６億億円円のの増増加加  （（  ６６００２２億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ６６１１５５億億円円
令和 2年度

））  

                                        対対前前年年度度比比：：＋＋２２．．１１％％  

国庫支出金は、幼児教育・保育の無償化の通年化に伴う施設型給付費等負担金の増加

等により、前年度に比べ約１２．６億円増加の約６１５億円となっています。   
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⑤⑤  市市  債債  はは２２．．１１億億円円のの減減少少  （（  ２２９９００億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ２２８８７７億億円円
令和２年度

  ））  

    対対前前年年度度比比：：△△００．．７７％％    市債は、前年度に比べ約２．１億円の減少の約２８７億円となっています。このうち、
建設債は市が公共施設等を建設する際などに、その財源の一部として借入れを行うもの

で、令和２年度は北清掃工場基幹的設備等改良工事の事業費が増額となったこと等によ

り増加となっています。   また、令和元年に発生した台風第１９号により被害を受けた公共施設の復旧等のため、
災害復旧事業債が増加となっています。   臨時財政対策債については、令和元年度の実績と令和２年度の地方財政計画において
も引き続き発行額が抑制されたことを踏まえ、前年度に比べ１７億円減少の１５６億円

となっています。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度末の市債残高は約２,７２６億円となる見込みですが、地方交付税の振替で

ある臨時財政対策債を除いた建設債等の残高は、前年度に比べ約５３億円減少の   
約１，２１１億円となる見込みです。 

また、他都市比較が可能である平成２９年度普通会計決算についてみると、市民一人

当たりの市債残高（臨時財政対策債を含む。）は、指定都市２０都市中、少ない方から３

番目となっています。 

※ 臨時財政対策債の元利償還金は、償還する各年度の基準財政需要額に全額算入され、
その年度に財源不足が発生すれば地方交付税として交付（補填）される仕組みとなっ

ています。 

※ 普通会計とは、地方公共団体の財政状況を比較する際に用いられる会計区分で、一
般会計のほか、特別会計のうち地方公営事業会計に係るもの以外のものの純計額です。 

その他 

臨時財政対策債 

建設債 

（グラフ６） 市債年度末残高の推移（R1年度、R2年度は残高見込） 
億円 
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２２    歳歳出出（（目目的的別別））     行政サービスの目的や組織に応じた分類     歳出の目的別の内訳では、民生費が 
約１，３０６億円（構成比４２．５％）、

教育費が約４９２億円（同１６．０％）、 
衛生費が約２６８億円（同８．７％）、 
土木費が約２４７億円（同８．１％） 
などとなっています。    
（表３）令和２年度一般会計当初予算〔目的別歳出〕 

令和２年度
構成比

(％)
令和元年度

対前年度

増減額
伸率（％）

997,113 0.3% 997,731 △ 618 △0.1%

23,965,426 7.8% 23,895,927 69,499 0.3%

130,635,583 42.5% 127,864,361 2,771,222 2.2%

26,833,441 8.7% 26,362,622 470,819 1.8%

627,528 0.2% 715,957 △ 88,429 △12.4%

793,641 0.3% 755,623 38,018 5.0%

11,217,522 3.7% 11,615,759 △ 398,237 △3.4%

24,704,773 8.1% 25,293,700 △ 588,927 △2.3%

8,267,794 2.7% 7,906,867 360,927 4.6%

49,234,348 16.0% 49,532,496 △ 298,148 △0.6%

3,136,563 1.0% 1,205,999 1,930,564 160.1%

26,677,328 8.7% 26,144,018 533,310 2.0%

108,940 0.0% 108,940 0 0.0%

307,200,000 100% 302,400,000 4,800,000 1.6%合　　計

項　　目

議会費

民生費

総務費

目

的

別

内

訳

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

災害復旧費

土木費

消防費

教育費

その他

公債費

  

（単位：千円） （グラフ７）目的別歳出構成 ３，０７２億円 歳出 
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①①   民民生生費費  はは２２７７．．７７億億円円のの増増加加  （（１１，，２２７７９９令和元年度

億億円円⇒⇒  １１，，３３００６６億億円円令和２年度   ））           対対前前年年度度比比：：＋＋２２．．２２％％     （民生費：障害者福祉や高齢者福祉、子育て支援などの予算）  
◆ プレミアム付商品券事業が終了したことから１２億円減少している一方で、幼児
教育・保育の無償化等による影響により保育所への施設型給付費が増加している

ほか、大規模災害時に対応するための災害救助費の皆増等により全体で    
約２７．７億円の増加となっています。 

◆ 生活保護費は約２２５億円となり、民生費の約２割を占めています。 
◆ 災害救助費・・・約１０．２億円 

令和元年台風第１９号に伴う応急仮設住宅の供与や廃棄物の除去等の災害救

助事業に要する経費（約３．７億円）に加え、大規模な災害が発生した際に応

急的に必要となる救助に要する経費（６．５億円）について、新たに計上して

います。 
②②   衛衛生生費費  はは４４．．７７億億円円のの増増加加  （（  ２２６６４４億億円円令和元年度   ⇒⇒  ２２６６８８億億円円令和２年度   ））                   対対前前年年度度比比：：＋＋１１．．８８％％  

（衛生費：健康の増進、ごみ処理、環境保全などの予算）  
◆ 設備の一部を更新するため南清掃工場設備改良事業の事業費が増加したことに
より、約４．７億円の増加となっています。 

③③   土土木木費費  はは５５．．９９億億円円のの減減少少  （（  ２２５５３３億億円円令和元年度   ⇒⇒  ２２４４７７億億円円令和２年度   ））                  対対前前年年度度比比：：△△２２．．３３％％    （土木費：道路や公園、市営住宅の維持管理や整備などの予算） 
◆ 都市計画道路整備事業や道路改良事業、道路維持管理計画事業の事業費が減少し
たことにより、約５．９億円の減少となっています。           
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○ 災害復旧費（グラフ８「その他」に含まれます）については、令和元年  
台風第１９号により被害を受けた公共施設の速やかな復旧を行うために、

約２１．４億円計上しています。  【公共土木施設災害復旧費】 約２０．７億円   県道５１７号（奥牧野相模湖）、市道奥牧野綱子、市道伏馬田菅井など  【文教施設災害復旧費】 約０．６億円   藤野北小学校、昭和橋スポーツ広場   また、大規模な災害が発生した際に、速やかに公共施設の復旧を図るた
め、１０億円計上しています。   令和２年度の災害復旧費は合計で約３１．４億円となっており、対前年
度比１６０．１％の大幅な増加となっています。 

 

④④   教教育育費費  はは３３．．００億億円円のの減減少少（（  ４４９９５５億億円円令和元年度   ⇒⇒  ４４９９２２億億円円令和２年度   ））                 対対前前年年度度比比：：△△００．．６６％％  
（教育費：学校教育や生涯学習、スポーツ振興などの予算）  
◆ 子どもたちが心豊かにたくましく未来を切り拓く力をはぐくむため、学力保障推進事
業や英語教育の推進事業、学校生活における医療的ケアなど特別支援教育を実施しま

す。また、教員が子どもたちと向き合う時間を確保するために学校現場における働き

方改革を進めます。     （グラフ８）目的別歳出構成の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額 総務費      民生費       衛生費 商工費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他 
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  ３３    歳歳  出出（（性性質質別別））  
   経費の性質に応じた分類  

 

歳出の性質別の内訳は、扶助費が  約９３０億円（構成比３０．３％）、  人件費が約７６７億円（同２４．９％）、  物件費が約３８９億円（同１２．７％）、  公債費が約２６６億円（同８．７％） 

などとなっています。  人件費、扶助費及び公債費からなる義務的経費は、 

主に扶助費、人件費の増加により、前年度に比べ５．１％

増加の約１，９６３億円（同６３．９％）となっています。   公共施設の整備等に要する経費である投資的経費は、  前年度に比べ３．８％増加の約２１８億円（同７．1％）  となっています。 

（表４）令和２年度一般会計当初予算〔性質別歳出〕 
令和２年度

構成比

(％)
令和元年度

対前年度

増減額
伸率（％）

226,734,408 73.8% 221,977,951 4,756,457 2.1%

人件費 76,660,172 24.9% 72,068,194 4,591,978 6.4%

物件費 38,884,633 12.7% 40,790,468 △ 1,905,835 △4.7%

補助費等 14,277,956 4.6% 16,016,806 △ 1,738,850 △10.9%

維持補修費 3,876,194 1.3% 4,536,582 △ 660,388 △14.6%

扶助費 93,035,453 30.3% 88,565,901 4,469,552 5.0%

21,762,049 7.1% 20,968,585 793,464 3.8%

補助事業 7,255,031 2.4% 8,917,828 △ 1,662,797 △18.6%

単独事業 14,507,018 4.7% 12,050,757 2,456,261 20.4%

58,703,543 19.1% 59,453,464 △ 749,921 △1.3%

うち公債費 26,574,382 8.7% 26,061,235 513,147 2.0%

307,200,000 100.0% 302,400,000 4,800,000 1.6%

【再掲】

196,270,007 63.9% 186,695,330 9,574,677 5.1%

人件費 76,660,172 24.9% 72,068,194 4,591,978 6.4%

扶助費 93,035,453 30.3% 88,565,901 4,469,552 5.0%

公債費 26,574,382 8.7% 26,061,235 513,147 2.0%

合　　計

項　　目

性

質

別

内

訳

消費的経費

投資的経費

その他経費

義務的経費性

質

別

内

訳
 

（単位：千円） 

義務的経費 

合計 63.9％ 

（グラフ９）性質別歳出構成 
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①①   人人件件費費  はは４４５５．．９９億億円円のの増増額額  （（  ７７２２１１億億円円
令和元年度

  ⇒⇒    ７７６６７７億億円円
令和２年度

））                   対対前前年年度度比比：：６６．．４４％％  

◆ 会計年度任用職員制度の導入（注）等や任期付職員の給与水準見直しなどにより、全体で 
約４５．９億円の増加となっています。 

◆ 職員定数は、児童相談所運営指針に基づく増員や救急需要増加に伴う増員により、 
前年度と比べ３０人増加しています。 

（注） 会計年度任用職員制度の導入により、物件費で計上していた非常勤職員に係る賃金等は、令和２年度 
から会計年度任用職員給与費として人件費で計上しています。 

（グラフ 10）人件費と職員定数の推移     

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

②②   扶扶助助費費  はは４４４４．．７７億億円円のの増増加加  （（  ８８８８６６億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ９９３３００億億円円
令和２年度

  ））                     対対前前年年度度比比：：＋＋５５．．００％％        

（扶助費：社会保障制度の一環として生活困窮者、高齢者、児童、障害者等に対する 

様々な支援を行う経費） 

◆ 児童扶養手当が約７億円減少している一方、教育・保育施設等給付費（幼児教育・
保育の無償化等）は約３８億円、障害児施設措置費・給付費は約１０億円の増加

となり、扶助費全体では、約４４．７億円の増加となっています。 
（グラフ 11）扶助費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

※人件費は各年度とも当初予算額 
※平成２９年度から県費負担教職員の給与負担等の権限移譲分を含む 
※職員定数に短時間勤務職員は含まない 

※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額 
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＊２つの公債費 
公債費は、目的別歳出

の公債費 (P37)と性質別

歳出の公債費で金額が違

います。 

 目的別では、元金償還、

利払いなどのほか、支払

手数料等の事務経費が計

上されますが、性質別で

は、事務経費が物件費と

して取り扱われるため差

が生じます。 

③③   公公債債費費  はは５５．．１１億億円円のの増増加加（（  ２２６６１１億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ２２６６６６億億円円
令和２年度

  ）） 

                対対前前年年度度比比：：＋＋２２．．００％％  

（公債費：市債の償還に要する経費） 

◆ 臨時財政対策債の発行などにより市債残高は増加傾向
にあり、公債費も増加しています。 

 

 

（グラフ 12）公債費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

④④   投投資資的的経経費費  はは７７．．９９億億円円のの増増加加  （（  ２２１１００億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ２２１１８８億億円円
令和２年度

  ）） 

                    対対前前年年度度比比：：＋＋３３．．８８％％  

（投資的経費：公共施設整備などを行う経費）  

◆ 令和元年台風第１９号により被害を受けた公共施設の復旧のため、災害復旧費が
増加したことなどから、約７．９億円の増加となっています。 

⑤⑤ そそのの他他経経費費  ・・・・・・繰繰出出金金はは７７．．００億億円円のの減減少少  （（  ２２２２９９億億円円
令和元年度

  ⇒⇒  ２２２２２２億億円円
令和２年度

  ）） 

        対対前前年年度度比比：：△△３３．．１１％％  

（繰出金：一般会計から特別会計等へ支出される経費） 

◆ 主な繰出し先 

介護保険事業特別会計への繰出金   約８７億円（前年度＋約 ５．１億円） 

国民健康保険事業特別会計への繰出金 約６０億円（前年度△約１２．８億円） 

下水道事業会計への繰出金      約４５億円（前年度△約 １．０億円） 

※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額 
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（グラフ 13）性質別歳出構成の推移               義務的経費         投資的経費  物件費 維持補修費       人件費       扶助費   公債費 補助事業 単独事業  補助費等  その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
           （グラフ 14）消費的経費と投資的経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     消費的経費 投資的経費 その他 

※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額 
※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は当初予算額  
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４４    財財政政調調整整基基金金  

     財政調整基金は、各年度の決算剰余金の一部などを積み立てたものです。税収が
減少したときや突発的に多額の財政需要が発生したときなど、サービス水準を一定

に保つため取り崩して用いるなど、年度間の財源調整を目的とした基金です。     近年は、福祉や子育て支援の充実などに伴う扶助費の増加などの歳出増に対応す 

るため、残高は減少傾向にあります。 

令和２年度は積立額４０億円、財源調整に係る取崩額４８．７億円を見込んでい

ることから、年度末の残高見込は約５９億円となります。      

 

 

 

（グラフ 15）財政調整基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

              

 

 

 

 

※Ｈ30年度までは決算額、Ｒ１年度・Ｒ２年度は決算見込額 
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５５    市市民民一一人人当当たたりりのの予予算算額額     
（表５）市民一人当たりの予算額 

市民一人当たりの予算額は、予算額

を相模原市の人口（722,839 人、令和

元年12月1日現在）で割ったものです。 

 

市民一人当たりの予算額は、約４２

万円です。このうち福祉・子育て支援

などの民生費が約１８万円、保健、ご

み処理などの衛生費が約４万円、土木

費が約３万円、教育費が約７万円など

となっています。 

また、過去に借り入れた市債を償還す

るための公債費は一人当たり約４万円

です。 

 

  

 

 

 

費 目 
Ｒ２当初予算額

（千円） 

一人当たりの  予算額（円） 
議会費 997,113 1,379 

総務費 23,965,426 33,156 

民生費 130,635,583 180,726 

衛生費 26,833,441 37,122 

労働費 627,528 868 

農林水産業費 793,641 1,098 

商工費 11,217,522 15,519 

土木費 24,704,773 34,177 

消防費 8,267,794 11,438 

教育費 49,234,348 68,112 

公債費 26,677,328 36,906 

その他 3,245,503 4,490 

合計 307,200,000 424,991 

（グラフ 16）市民一人当たりの予算額 

（単位：円） 
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６．行政改革の推進 
市では、時代の変化に対応した行政サービスの質の向上と更なる都市の発展を遂げるため、

「第２次さがみはら都市経営指針・実行計画」に基づき、積極的な歳入確保や事務事業の精

査・効率化など、行財政改革に取り組んでいます。 
１．計画期間 

平成２９年度から令和元年度まで（３年間） 
２．取組の方向性 

基本方針【１】皆が主役！ 信頼と理解で実るまち（協働によるまちづくり） 
基本方針【２】皆が満足！ 知恵と挑戦で潤うまち（市民の満足度を高めるための行政

評価と財政基盤の強化） 
基本方針【３】皆で拓く！ 希望と熱意で輝くまち（大都市にふさわしいまちづくり） 

３．実行計画の取組項目 

個別取組項目（９５項目）は、「着実に、スピード感をもって必ずやりぬく」をスロー

ガンとして、年度別の取組内容、達成目標、指標を定めており、取組項目が達成目標に

向けて計画どおりに実施されているか定期的に評価・検証を行っています。 
<令和２年度予算における主な内容> 

◆重点取組項目  ※金額は、見直し効果額 
・事務事業の精査・見直し                   約０．９億円 
行政として担うべき役割を検証し、「費用対効果」と「選択と集中」の視点に立っ

て事務事業を精査し、事業の縮小や廃止又は効率化に向けた見直しを実施 
・補助金の見直し                       約１．６億円 
「補助金の見直し指針」に基づく検証を行うとともに、包括外部監査の指摘への

対応などに伴う補助金の見直しを実施 
・市単独事業の扶助費等の見直し                約１．７億円 
少子高齢化の進行や就労構造の変化等により、医療・介護・障害福祉サービス等

の需要の増加や、子ども・子育て支援への新たなニーズへの対応など、社会保障給

付の増大が見込まれる中、制度の持続可能性を確保し、福祉サービスを必要とする

方に安定してサービスを提供できるよう、市単独事業の扶助費等の見直しを実施 
・国民健康保険事業特別会計の財政健全化           約１２．０億円 
「市国民健康保険財政健全化方針」に基づき、決算補てん等を目的とした法定外

繰入金を段階的に削減 
◆積極的な歳入確保 
・ネーミングライツ収入                    約０．４億円 
ネーミングライツ制度の実施 

・南清掃工場売電収入                     約４．１億円 
再生可能エネルギーの固定価格買取制度の適用を受けるとともに、入札を実施  
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Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 計

▲ 60 ▲ 76 ▲ 88 ▲ 122 ▲ 75 ▲ 100 ▲ 113 ▲ 134 ▲ 768

推計収支（億円）

７．「（仮称）相模原市行財政構造改革プラン」の策定  
本市の財政状況や長期財政収支の動向、今後の人口動態を踏まえ、次期総合計画の基本構

想で描く本市の将来像を実現するために、行財政運営の構造を抜本的に改革する必要がある

ことから、次のとおり「（仮称）相模原市行財政構造改革プラン」を策定するものです。 
１１  改改革革ププラランン策策定定のの背背景景  
○ 長期財政収支の仮試算を実施（令和元年９月末時点）   ⇒令和２年度は約６０億円の歳出超過が生じる見込みとなりました。 
○ その後も、毎年度、多額の歳出超過が発生   ⇒計画期間中の累計で約７６８億円に達する見込み   
○ これまでと同様の行財政運営を続けた場合、いずれは真に必要な行財政サービスの
提供すら困難となることが見込まれます。 

○ 本市の歳入規模に応じて、行財政運営の構造を抜本的に改革する必要があります。 
２２  改改革革にに当当たたっっててのの基基本本方方針針   あらゆる工夫による歳入確保と「これまで取り組んできた事業」や「今後、取り組もう
としてきた事業」について、すべて一度ゼロベースとしたうえで「選択と集中」を名実と

もに徹底的に行い、真に必要な事業を再構築します。              収支均衡型の全く新しい行財政構造を確立します。 
３３  事事業業のの再再構構築築にに当当たたっっててのの基基本本的的なな考考ええ方方  
（１） 有効性の観点：次期総合計画の基本構想で描く本市の将来像を実現するために、           最も効果的な事業を選択します。 
（２） 効率性の観点：事業実施に必要となる財源確保を踏まえて事業を選択します。 
（３） 普遍性の観点：より多くの市民に望まれ共感される事業を選択します。 
４４  計計画画のの期期間間    令和２年７月～令和９年度末 
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８．特別会計、公営企業会計予算案の概要  
相模原市では、一般会計のほか９の特別会計を設置しています。 
特別会計全体では、約２，００１億円で、令和元年度に比べ約９０億円の増額 

（対前年度比＋４．７％）となっています。 
これは、国民健康保険事業が約２４億円の減額になった一方で、介護保険事業が保

険給付費等の増加により約２９億円の増額、公債管理特別会計が約１０７億円の増額

となったためです。 
また、公営企業会計である下水道事業会計は、令和元年度に比べ約１２億円の増加

となっています。なお、令和２年度から簡易水道事業が特別会計から公営企業会計へ

移行しています。   （表６）令和２年度特別会計当初予算           （単位：千円） 
200,141,500 191,153,500 8,988,000 4.7%

70,815,000 73,220,000 △ 2,405,000 △3.3%

事 業 勘 定 70,579,000 72,976,000 △ 2,397,000 △3.3%

直 営 診 療 勘 定 236,000 244,000 △ 8,000 △3.3%

57,382,000 54,458,000 2,924,000 5.4%

225,000 199,000 26,000 13.1%

9,830,000 9,004,000 826,000 9.2%

1,571,000 1,771,000 △ 200,000 △11.3%

592,000 3,002,000 △ 2,410,000 △80.3%

- 551,000 △ 551,000 皆減

3,393,000 3,211,000 182,000 5.7%

98,500 214,500 △ 116,000 △54.1%

56,235,000 45,523,000 10,712,000 23.5%

麻 溝 台 ・ 新 磯 野 第一 整備 地区
土 地 区 画 整 理 事 業

対前年度
増減額

特 別 会 計 合 計

会計名 令和２年度 令和元年度

国 民 健 康 保 険 事 業

伸率(％)

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

自 動 車 駐 車 場 事 業

介 護 保 険 事 業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

公 債 管 理

財 産 区

簡 易 水 道 事 業

  
（表７）令和２年度公営企業会計当初予算          （単位：千円） 

32,031,463 30,279,792 1,751,671 5.8%

546,711 － 546,711 皆増

31,484,752 30,279,792 1,204,960 4.0%

伸率(％)令和元年度
対前年度
増減額

会計名

下 水 道 事 業

公 営 企 業 会 計 合 計

令和２年度

簡 易 水 道 事 業  
－ 48 －
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